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「県の外郭団体の見直しについて」答申（平成16年２月）の概要 

個別団体に関する検討結果一覧 
＊廃止済又は平成 18 年度末までに廃止予定の団体 

団   体   名 検   討   結   果 

０１ （財）長野県消防協会 団体への県関与の廃止（県関与事業の県直営化） 

０２ （特）長野県土地開発公社 団体の廃止（事業の県直営化） 

０３ 松本空港ﾀｰﾐﾅﾙﾋﾞﾙ（株） 
存続（筆頭株主として県が事業活性化の責任を果た

したうえで、将来的には県の関与を見直す） 

０４ （財）長野県国際交流推進協会 存続（ただし、県の人的関与は廃止） 

０５ （社）長野県私立幼稚園協会 

０６ （社）長野県私立短期大学協会 

０７ （社）長野県私学振興協会 

県関与事業の統合 

＊０８ （財）長野県勤労者福祉事業団 団体の廃止（事業は県直営化し、一部は民間委託） 

＊０９ （財）長野県隣保会館 団体の廃止 

１０ （財）長野県長寿社会開発ｾﾝﾀｰ 条件付き存続（県関与を抜本的に見直すこと） 

１１ （財）長野県国民年金福祉協会 存続（ただし、県関与は今後も行わない） 

＊１２ （財）長野県建設技能振興基金 団体の廃止（解散を提案） 

１３ （株）長野協同ﾃﾞー ﾀｾﾝﾀｰ 存続（事業推進に対して積極的に支援） 

＊１４ （財）長野県労働者信用基金協会 団体の廃止 

１５ （社福）長野県社会福祉協議会 存続（ただし、県関与は抜本的に見直す） 

１６ （社福）長野県社会福祉事業団 存続（ただし、県の人的関与は廃止） 

１７ （特）長野県職業能力開発協会 存続（ただし、県関与については縮減していく） 

１８ （財）長野県生活衛生営業指導ｾﾝﾀｰ 存続（ただし、県関与は抜本的に見直す） 

１９ （財）長野県ｱｲﾊﾞﾝｸ・臓器移植推進協会 存続（県関与を拡充） 

２０ （財）信州医学振興会 存続（ただし、県関与は今後も行わない） 

２１ （財）長野県健康づくり事業団 存続（ただし、事業の見直しは必要） 

２２ （社）長野県地域包括医療協議会 団体への県関与の廃止（県関与事業の県直営化） 

２３ （財）長野県文化振興事業団 存続（ただし、県の人的関与は抜本的に見直す） 

２４ （財）長野県廃棄物処理事業団 存続（当面、県の積極的支援が必要） 

２５ （社）長野県観光協会 団体の廃止（株式会社化） 

２６ （財）長野県中小企業振興公社 存続（ただし、県関与は抜本的に見直す） 

２７ （財）長野県ﾃｸﾉ財団 団体への県関与の廃止 

２８ （財）木曽地域地場産業振興ｾﾝﾀｰ 団体への県関与の廃止（株式会社化を提案） 

２９ （財）飯伊地域地場産業振興ｾﾝﾀｰ 団体への県関与の廃止（将来的な株式会社化を提案） 

３０ （特）長野県信用保証協会 
存続（制度的な制約を解消した段階で、長野県農業

信用基金協会と統合） 

資料２ 



 2 

団   体   名 検   討   結   果 

３１ （財）長野県農業開発公社 

統合（長野県農業担い手育成基金と統合。また、制

度的な制約を解消した段階で長野県農業会議とも統

合） 

３２ （社）長野県原種ｾﾝﾀｰ 存続（ただし、県関与について見直す） 

３３ （社）長野県畜産物価格安定基金協会 存続（ただし、運営体制の見直しを提案） 

＊３４ （特）長野県漁業信用基金協会 団体の廃止（事業そのものの廃止） 

３５ （社）長野県農業担い手育成基金 統合（長野県農業開発公社との統合） 

＊３６ （社）長野県生乳検査協会 存続 

３７ （社）長野県果実生産出荷安定基金協会 存続（ただし、運営体制の見直しを提案） 

３８ （特）長野県農業信用基金協会 
存続（制度的な制約を解消した段階で、長野県信用

保証協会と統合） 

３９ （特）長野県農業会議 
存続（制度的な制約を解消した段階で、長野県農業

開発公社と統合） 

４０ （社）長野県林業公社 団体の廃止（県行造林への移行） 

４１ （社）長野県林業ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ協会 団体への県関与の廃止 

４２ （財）長野県林業用苗木安定基金協会 存続（ただし、県関与は今後も行わない） 

４３ （財）長野県緑の基金 団体への県関与の廃止 

４４ （財）長野県林業労働財団 存続 

４５ （特）長野県道路公社 団体の廃止（財務条件等を満たした時点において） 

＊４６ （財）長野県公園公社 団体の廃止（事業の県直営化） 

４７ （財）長野県建設技術ｾﾝﾀｰ 団体への県関与の廃止 

４８ （財）長野県下水道公社 団体への県関与の廃止 

４９ （特）長野県住宅供給公社 団体の廃止（制度的な制約を解消した段階で） 

＊５０ （財）長野県学生寮 団体の廃止(事業そのものの廃止) 

５１ （財）長野県建築住宅ｾﾝﾀｰ 団体への県関与の廃止（純粋民間団体化） 

＊５２ 長野県観光事業（株） 団体の廃止 

＊５３ （社）長野県高圧ｶﾞｽ保安公社 団体への県関与の廃止 

＊５４ （社）長野県地域開発公団 団体の廃止（財務条件等を満たした時点において） 

５５ 浅間高原観光開発（株） 団体への県関与の廃止 

５６ （財）長野県体育協会 存続（ただし、県関与は抜本的に見直す） 

５７ （財）長野県暴力追放県民ｾﾝﾀｰ 団体の廃止（事業の県直営化） 

 


